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研究成果の概要（和文）：本研究では，仙台平野南部の伏在活断層において，中新世の地殻伸張量および鮮新世
以降の水平短縮量の定量化を行った。既存の反射法地震探査と重力探査の結果に，電磁波を用いた地下構造探査
であるCSAMT (Controlled Source Audio-frequency Magneto-Telluric）探査を実施し，伏在活断層の地下構造
とその西側の正断層構造についての把握を行った。これに基づいて，鮮新世以降の伏在活断層の運動に伴う水平
短縮量を見積もり，約460 mの水平短縮が生じていることが明らかになった。また，中新世における地殻伸張量
は，少なくとも400 m程度であることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this study, we quantified the crustal extension and shortening across the
 fault of Southern Sendai Plain since Miocene time. The existing seismic profile, gravity data and 
the result of CSAMT (Controlled Source Audio-frequency Magneto-Telluric) survey which we conducted 
in this study were used to understand the subsurface geological structure of the causative active 
fault and its western extensional structure. Based on this geological structure, we estimated the 
amount of the shortening. The result show that a horizontal shortening of ca. 460 m has occurred 
around the Southern part of Sendai Plain since Pliocene time. The extension in the Miocene was 
estimated to be at least 400 m.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
東北日本弧は，中新世の日本海拡大に伴って伸張変形を受けており，その後，鮮新世からは短縮変形に変化し
た。東北日本弧に分布する活断層は，中新世の伸張変形時に形成された正断層が，鮮新世以降に逆断層として再
活動している場合も多い。本研究では，仙台平野南部の伏在活断層において地下構造を把握し，中新世の伸張量
と鮮新世以降の地殻短縮量を見積もった。活断層の地下構造を把握することは，発生する地震の規模の推定や強
震動の推定にも重要な情報となる。また，地質学的な時間スケールにおいて島弧地殻に蓄積される歪みを理解す
ることは，地震発生のポテンシャルを評価することにもつながる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 プレートの沈み込みに伴って蓄積される歪みの約 90%程度は，2011 年東北地方太平洋沖地震
のようなプレート境界型の巨大地震によって弾性変形として解放されるが，残りの 10%程度はプ
レート境界よりも上盤側の内陸地域に発達する活断層運動によって，島弧内部の非弾性変形（地
殻変形）として蓄積される。 
 2011 年の東北地方太平洋沖地震が発生し，プレート境界における弾性変形量・歪み解放量は
明らかになってきているが，一方で，東北日本弧内部に蓄積されてきた非弾性変形（地殻変形）
の詳細は明らかにされたとは言えない。 
 
 
２．研究の目的 
 地質学・地形学的に求められる島弧地殻の歪み蓄積量の詳細を明らかにすることは，プレート
沈み込みに伴う巨大地震を評価する上でも重要である。東北日本弧では背弧側（日本海東縁）で
大きな地殻伸張量・水平短縮量を伴う地殻変形が生じていることは，これまでの研究（佐藤, 
1989; Okada and Ikeda, 2012）で明らかになってきているが，前弧側における地殻変形量は充
分に解明されたとは言えない。そこで本研究では，既存の反射法地震探査データおよび重力デー
タを用いて，東北日本前弧域の地殻変形量を明らかにすることを目的とする。本研究は，東北日
本弧に蓄積される地形・地質学的歪みの全体像を明らかにすることにつながる。 
 
 
３．研究の方法 
(1) CSAMT 探査の実施 
 仙台部屋南部の伏在活断層およびそ
の西部に位置する阿武隈山地北端部の
地下構造を把握するために，既存反射法
地震探査の測線と一部オーバーラップ
させて，CSAMT 探査（Controlled Source 
Audio-frequency Magneto-Telluric）を
実施した。探査は，亘理町字鷺屋付近か
ら逢隈神宮寺付近，箕輪峠を通り，角田
町小坂に至る約 6 kmの測線を設定した
（図 1a）。受信点間隔は，100〜200 mと
した。また，電場ダイポールの送信源は，
測線から北に 13 km 離れた名取市愛島
笠島付近に，東西方向に電極を約1.4 km
離して設置した。また送信には 1〜5120 
Hzまでの 23 種の周波数を用いた。デー
タ処理では，周波数毎の波形データに対
してフィルタ処理を施したのちに，スタッキングを行った。 解析では，1 次元逆解析を行い，
ニアフィールド補正を行ったのちに，2次元逆解析を行い，各周波数において見掛比抵抗と位相
が測定値と一致するモデルを有限要素法を用いて求めた。 
 
(2) 各種物理探査による地下地質構造の推定 
 既存の反射法地震探査および重力探査の結果（岡田ほか, 2017），さらに本研究で実施した
CSAMT 探査の結果を合わせて，仙台平野南部の地下構造を再考した。岡田ほか（2017）では，仙
台平野下に伏在する活断層とその活断層運動にともなった地下構造の変形をよく捉えていたが，
反射法地震探査測線の西部の阿武隈山地北端部については，重力探査の結果のみであり，詳細は
明らかではなかった。複数の物理探査による結果を比較することにより，より正確な地下構造の
推定を試みた。 
 
(3) 地殻水平短縮量および伸張量の推定 
 上記の各種物理探査の結果から得られる地下の地質構造を基にして，バランスドクロスセク
ション法により，地殻の水平短縮量および伸張量を明らかにした。まず，鮮新世以降の地殻の水
平短縮量は，得られた地下地質構造において，断層面に沿った変形を引き戻すことにより見積も
った。次に，中新世の日本海拡大に伴って生じたと考えられる伸張変形についても，同様にバラ
ンスドクロスセクション法を基にして，見積もった。 
 
 
４．研究成果 
(1) CSAMT 探査の結果 
 測線東部では，地表から標高-400 m程度まで，2〜10 Ωm程度の低比抵抗を示す領域が広が
っている（図 1b）。この低比抵抗領域は，距離 1.5〜2.0 km 付近にかけて急激に薄くなる（図
1b）。また，CSAMT 測線中部（距離 3.6〜4.1 km）の地表から標高-200 m付近にまで，西に向か

 
図 1. (a) CSAMT 探査測線，(b)解析結果 



って深くなる楔状の低比抵抗領域が得られた（図 1b）。この西側では，低比抵抗領域は途切れ，
地表から標高-500 m程度には，30〜100 Ωm程度の中比抵抗の領域が分布する。さらに，測線西
端部付近では，地表から標高-400 m 付近にまで 10 Ωm 程度の低比抵抗を示す領域が得られた
（図 1b）。 
 
(2) 仙台平野南部の地下構造 
 CSAMT の結果で得られた測線
東部の低比抵抗領域と水平方向
への変化は，反射法地震探査お
よび重力探査で推定された西傾
斜の伏在活断層による地質構造
の変形と非常によく一致してい
る。この低比抵抗領域の下限は，
中期中新統の旗立層の下限とお
およそ一致する。CSAMT 測線中
部の西に向かって深くなる楔状
の低比抵抗領域の下限は，反射
法地震探査測線西端の先新第三
系の基盤岩とほぼ深度が一致し
ている。この低比抵抗領域は，
突如として途絶え，その西側に
は中比抵抗の領域が分布するこ
とから，西傾斜の比較的高角な
断層が存在すると考えられる。
これは，測線付近の中新統と先新第三系の境界を示していると考えられる。また測線西端部から
追跡すると標高-500 m程度までに厚く分布する低比抵抗領域は，CSAMT探査の距離5 km付近で，
東には連続しない。これは，前期中新世の槻木層と先新第三系の割山層と境界と一致しており，
西側低下の正断層構造が推定される。 
 
(3) 鮮新世以降の地殻水平短縮量および中新世における地殻伸張量の推定 
 反射法地震探査・重力探査・
CSAMT探査から得られた仙台平
野南部の地下地質構造に対し
て，バランスドクロスセクショ
ン法を用いて，鮮新世以降の水
平短縮量を見積もった。その結
果，約 460 mの水平短縮量を担
っていることが明らかになっ
た（図 3）。また，仙台平野南部
の伏在活断層（F1）およびその
東側の断層（F1）による短縮量
は，約 360 mであり，反射法地
震探査西側の構造では100 m程
度の水平短縮であることが分
かった（図 3）。中新世における
伸張量は，地質構造断面図西部
の正断層構造が担っている。こ
の正断層構造よりもさらに西へ 10 km の地域には先新第三系の花崗岩類が広く地表に分布する
ことより，この正断層は，回転半径約 10 km程度のリストリックな正断層であると仮定すると，
少なくとも 400-430 mの伸張が生じていると推定される。ただし，上位の地層の欠損により，見
積もられた伸張量は，最小値を示すものと考えられる。 
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図 2. (a) CSAMT 探査および反射法地震探査の解釈，(b)重
力探査探査の結果。 

 
図 3. (a) 各種物理探査から推定した現在の地下地質構造，

(b) 水平短縮を引き戻した後期中新世の復元図。 
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